
本リーフレットを
お読みいただくにあたって
 お手元の「マイカー共済」リーフレットは、こくみん共済 coop のリーフレットを基に作成しています。
電通共済生協の組合員の皆さまは、電通共済生協を経由してマイカー共済にご契約いただくこととなります。
電通共済生協経由でご契約の場合は、リーフレットに記載の中で一部事務取り扱いが異なる点がございます。
下記に電通共済生協でのお取り扱い内容を明記いたしますので、ご一読ください。

電通共済生協 マイカー共済ご契約に関するお問い合わせ先

契約引受団体：全国労働者共済生活協同組合連合会（こくみん共済 coop ）
取 扱 団 体：電気通信産業労働者共済生活協同組合（電通共済生協）

0120-211-114
　２をプッシュ

電通共済生協グループコールセンタ

お問い合わせは、
ホームページからも受付可能です

マイカー共済
ホームページ

●　契約の効力開始日　➡　P.20
①支払方法が「口座振替の場合」

電通共済生協での加入申込受付および加入審査
後、特に指定がない場合は、電通共済生協での受
付日の翌日午前零時から補償が開始されます（郵
送加入で効力開始日の記載がない場合は消印日翌
日午前零時を効力開始日として補償が開始されま
す。ただし、効力開始日の記載がなく消印日も不
明な場合は、電通共済生協での受付日の翌日午前
零時を効力開始日として補償が開始されます）。
※効力開始日を指定された場合でも、消印日が指

定された効力開始日以降の場合は、消印日（ま
たは電通共済生協での受付日）を優先し、その
翌日午前零時を効力開始日とします。

※電通共済生協が指定する日までに初回掛金の引
き落としがされない場合は、契約を無効（不成
立）とし、効力開始以後の事故についても共済
金はお支払いしません。

②支払方法が「現金」の場合
電通共済生協では、「現金」の取り扱いはありま
せん。

●　掛金の払込方法　➡　P.20
掛金の払込方法は、「月払い」と「年払い」があり、
いずれの場合も口座振替による掛金の払い込みがで
きます（「年払い」が継続契約のみ現金による払い
込みも可能です）。「月払い」の場合、「年払い」に
比べて5％割増となります。
また、マイカー共済の他の契約ですでに掛金口座振
替を利用されている方で、同一の金融機関口座を
指定いただいた場合でも、各契約毎に掛金を振り替
えさせていただきます（掛金額の合算は行ないませ
ん）。

●　補償の重複　➡　P.22
「車両損害付随諸費用補償」の補償が、以下の補償
等と重複する可能性があります。
　・医療・傷害〈Myセーフティ〉（携行品特約）

「自転車賠償責任補償特約」の補償が、以下の補償
等と重複する可能性があります。
　・医療・傷害〈Myセーフティ〉（個人賠償責任特約）
　・NTTグループ団体傷害保険
　　「まもるくん」（個人賠償責任特約）

電通共済生協ではお取り扱い方法が異なるもの

・「ご契約のしおり」については、自然環境保護の観点からペーパレス化を推進しているため、電通共済生協のホー
ムページからダウンロードをお願いします。

　※冊子での受領を希望される方は、電通共済生協のホームページから「資料請求」をしてください。
・お申し込みは時間の余裕をもってお手続きください。ご提出書類等の郵送などは一定の日数を要します。

その他

裏面に続く



マイカー共済 ご契約のてびき（P.17～）の記載事項について

１．通知義務、３．解約返戻金、４．ご契約の中断制度について、のお問い合わせ先はすべて電通共済生協です。
本誌表面下部記載のフリーダイヤルにお問い合わせください。

「 Ⅲ 契約締結後にご注意いただく事項 」　➡　Ｐ .21

「 お客さまに関する個人情報取り扱いについて 」　➡　Ｐ .22

こくみん共済 coop および電通共済生協は、組合員・お客さまから信頼される共済生協をめざし、各種共済商品、
各種サービスを提供しています。組合員・お客さまの個人情報は、ご本人かどうかの確認、共済契約の締結・維
持管理、共済金の支払いに関する業務や保障に関する情報のご提供、こくみん共済 coop および電通共済生協の
事業、各種共済商品、各種サービスの案内などの目的のために利用させていただきます。
また、組合員・お客さまの特定個人情報は「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律（番号法）」にもとづき適切に取り扱います。

※個人情報の取り扱いに関する詳細は、下記からご確認いただけます。
・こくみん共済 coop ホームページ	 https://www.zenrosai.coop　
・電通共済生協 ホームページ		  https://www.dentsu-kyosai.or.jp/　

１．組合員の資格等
⑴この組合の区域内に勤務する者は、出資金を払

い込むことでこの組合の組合員となることがで
きる。

⑵この組合の区域の付近に住所を有する者又は当
該区域内に勤務していた者でこの組合の事業を
利用することを適当とするものは、この組合の
承認を受けて、この組合の組合員となることが
できる。

２．届出の義務
組合員は、組合員たる資格を喪失したとき、又は
その氏名若しくは住所を変更したときは、速やか
にその旨をこの組合に届け出なければならない。

３．自由脱退
組合員は、事業年度の末日の90日前までにこの
組合に予告し、当該事業年度の終わりにおいて脱
退することができる。

４．法定脱退
組合員は、次の事由によって脱退する。
⑴組合員たる資格の喪失　⑵死亡
⑶除名

５．除名
⑴この組合は、組合員が次の各号のいずれかに該

当するときは、総代会の議決によって、除名す
ることができる。
①１年間この組合の事業を利用しないとき
②この組合の事業を妨げ、又は信用を失わせる

行為をしたとき

⑵前項の場合において、この組合は、総代会の会
日5日前までに、除名しようとする組合員にそ
の旨を通知し、かつ、総代会において弁明する
機会を与えなければならない。

⑶この組合は、除名の議決があったときは、除名
された組合員に除名の理由を明らかにして、そ
の旨を通知するものとする。

６．出資金
出資金は、1口100円とし、全額一時払込みとする。

７．出資口数の増加
組合員は、この組合の定める方法により、その出
資口数を増加することができる。

８．出資口数の減少
⑴組合員は、やむを得ない理由があるときは、事

業年度の末日の90日前までに減少しようとす
る出資口数をこの組合を予告し、当該事業年度
の終わりにおいて出資口数を減少することがで
きる。

⑵組合員は、その出資口数が組合員の総出資口数
の4分の1を超えたときは、4分の1以下に達す
るまで、その出資口数を減少しなければならな
い。

⑶出資口数を減少した組合員は、減少した出資口
数に応ずる払込済の出資額の払戻しをこの組合
に請求することができる。

組合員について（電通共済生協）



※車両損害補償の特約のセットについてはP.5・6
をご参照ください。
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